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１．脱炭素で地域課題を解決する
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地域脱炭素が目指すもの

• 2021年6月に国より示された「地域脱炭素ロードマップ」において、地域の魅力と質を向上させる地方
創生に資する地域脱炭素の実現を目指していくことが示されました。

• 地域脱炭素の取組も、脱炭素を通じて産業、暮らし、交通、公共等のあらゆる分野で、地域の強みを活
かして地方創生に寄与するように進めることが期待されています。

出典：脱炭素先行地域づくりガイドブック（第4版）
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地域脱炭素の取組事例（１）

• 地域資源を活用した経済活性化や運輸部門の脱炭素化と住民の利便性向上を実現する自治体の事例も存
在します。

経済・雇用 快適・利便

全村脱炭素化で林業再生・活性化
＜群馬県上野村＞

 森林資源を最大限活用した木質バイオマスによ
る熱電併給・薪ストーブの導入

 系統を活用した地域マイクログリッドを構築し、
レジリエンス強化

 「山村全域の脱炭素化」×「林業再生・活性
化」×「安心・安全なまち」を実現し、移住・定住
を促進

ゼロカーボンムーブの実現
＜栃木県宇都宮市・芳賀町＞

宇都宮ライトパワー株式会社、ＮＴＴアノードエナジー株式会社
東京ガスネットワーク株式会社栃木支社、東京電力パワーグリッド

株式会社栃木総支社、関東自動車株式会社

太陽光発電・大規模蓄電池を導入して100％再
エネで稼働するLRTやEVバスを中心にゼロカーボ
ンムーブを実現

需要家側蓄電池の制御やEVバスを調整電源とし
て活用し、高度なEMSを構築し、中心市街地の
脱炭素化を実現

全国初の全線新設LRT: Light Rail Transit
（令和5年8月供用開始予定）
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地域脱炭素の取組事例（２）

• その他、資源循環と脱炭素化を掛け合わせた事例や、防災・減災に活用する事例をつくりだす自治体も
あります。

循環経済 防災・減災

未利用もみ殻を活用した脱炭素化
＜秋田県大潟村＞

太陽光発電設備・蓄電池を公共施設等に導入し、
大口需要家のホテルには自営線を活用して再エネ
電力を供給

稲作地域特有の課題である未利用もみ殻をバイ
オマス熱供給事業に有効活用することにより、もみ
殻の処理経費負担や周囲への飛散等の課題を解
決し、熱分野を含む脱炭素化を図る

避難施設への再エネ導入
＜福島県桑折町＞

蓄電池に充電された電力を用いて、町役場の必要
照明を確保し、避難者の受入を実施

避難者に対して携帯電話の充電スポットを提供

写真提供：桑折町

発災当時の桑折町役場の様子
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地域課題と脱炭素化による解決アプローチを結びつけた例（その１）

出典：脱炭素先行地域づくりガイドブック（第4版）

・「地域課題」と「脱炭素化による解決へのアプローチ」には様々な組み合わせが存在します。
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地域課題と脱炭素化による解決アプローチを結びつけた例（その２）

出典：脱炭素先行地域づくりガイドブック（第4版）
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２．事例集の見方、事例一覧の使い方について
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事前資料：①事例一覧と②事例集の使い方

①事例一覧
地域課題の一覧と
それに対応する脱炭素の取組一覧

②事例集
脱炭素の取組の詳細についてまとめたもの

• ①事例一覧（別紙エクセル）を通じて、実際に脱炭素で解決可能な地域課題の類型と具体的な解決方法
等について、全体の概要等について把握してください。

• 次に、②事例集（本資料13P～〇P）を通じて、各地域が実際にどのように取り組んでいるのか、より具
体的にイメージしてください。
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各項目の見方：地域課題について

出典：脱炭素先行地域づくりガイドブック（第４版）

地域課題の類型 地域課題

経済循環・雇用の創出 ・エネルギー費用の流出
・産業の縮小・地域雇用の減少

防災・減災 ・自然災害の激甚化
・災害発生時の停電等への対応

暮らしの質の向上 ・都市インフラの老朽化
・人口減少による公共インフラ収支の圧迫
・地域交通の減少
・健康増進による医療費負担
・日々の暮らしの健康リスク

都市から地方への分散 ・労働人口の減少による地域機能不全
・電力需給バランスの不一致

自然共生・循環利用等
ライフスタイルの転換

・廃棄物処理による収支の圧迫
・林業の衰退による人口減少、森林の荒廃
・耕作放棄地による周辺環境の悪化
・畜産ふん尿による周辺環境の悪化

• 実際に脱炭素に向けた取組を通じて解決された（解決が図られている）課題の類型と具体例について掲
載しています。（これ以外の地域課題を自地域が抱えていることも想定されます。）

• 自らの地域が抱える課題にも当てはまるものがないか等、具体的にイメージしてみてください。
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各項目の見方：対象エリアについて

出典：脱炭素先行地域づくりガイドブック（第４版）

• 実際に各自治体の事業が対象としているエリアの分類について記載しています。
• 実際に各エリアにおいて脱炭素施策が展開された場合のイメージ図について、44Ｐ以降に掲載していま

すので、そちらも参考にしてください。
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各項目の見方：施策分類・施策について

脱炭素による施策の分類

施策分類 温室効果ガスの排出の量の削減等を行うための施策に関す
る事項

対応する条項 事例

①再エネの利用促
進

太陽光、風力その他の再生可能エネルギーであって、その
区域の自然的社会的条件に適したものの利用の促進に関す
る事項

地球温暖化対策推進法
第21条第3項第1号

地域主体型の中小水力発電事
業経営と基金積み立てによる
地域振興（鹿児島県日置市）

②低炭素な製品及
び役務の利用

その利用に伴って排出される温室効果ガスの量がより少な
い製品及び役務の利用その他のその区域の事業者又は住民
が温室効果ガスの排出の量の削減等に関して行う活動の促
進に関する事項

地球温暖化対策推進法
第21条第3項第２号

省エネ住宅性能基準の策定と
認定・補助制度の創設（鳥取
県）

③地域環境の整備
及び改善

都市機能の集約の促進、公共交通機関の利用者の利便の増
進、都市における緑地の保全及び緑化の推進その他の温室
効果ガスの排出の量の削減等に資する地域環境の整備及び
改善に関する事項

地球温暖化対策推進法
第21条第3項第３号

公・民・学連携による最先端
都市整備（千葉県柏市）

④循環型社会の形
成

その区域内における廃棄物等（循環型社会形成推進基本法
（平成12年法律第110号）第２条第２項に規定する廃棄物等
をいう。）の発生の抑制の促進その他の循環型社会（同条
第１項に規定する循環型社会をいう。）の形成に関する事
項

地球温暖化対策推進法
第21条第3項第４号

一般廃棄物の減量等に向けた
立入調査を活用したコミュニ
ケーションの実施（愛知県名
古屋市）

• 実際に各自治体で実施された取組について分類し、整理しています。
• 地球温暖化対策推進法では、地域の脱炭素化を図る施策について、以下の4つに分類して整理を行って

います。（各施策の具体例について52P以降に参考として掲載しています。）

出典：環境省地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル
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３．事例集



14
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事例集の見方

事例集のタグについて
赤：地域課題の分類
例）災害発生時の停電な
どへの対応、エネルギー
費用の流出等

黒：脱炭素の施策分類
例）再エネの導入、地域
環境の整備等

青：実施主体
例)公共、民間等

橙：担当部局
例）環境、企画、農林水
産、商工観光など
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再エネの
利用促進

エネルギー費用の
流出

民間等

環境

長野県
松本市再生可能エネルギー発電設備の整備（小水力発電）

労働人口の減少に
よる地域機能不全
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企画（地域振興）

エネルギー費用の
流出

再エネの
利用促進

公共

島根県
美郷町EVの普及を通じた地域外支出削減・レジリエンス強化施策



17令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

地元産業の縮小・
地域雇用の減少

再エネの
利用促進

公共

商工・観光

北海道
石狩市再エネ１００％供給区域を設定し、企業誘致など産業集積を図る
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地元産業の縮小・
地域雇用の減少

民間等

環境

再エネの
利用促進

熊本県
合志市地域主体型の太陽光発電運営による地域利益還元と農業振興
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民間等

再エネの
利用促進

地元産業の縮小・
地域雇用の減少

埼玉県
所沢市営農型太陽光発電による遊休農地活用とエネルギー地産地消の実現
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地元産業の縮小・
地域雇用の減少

民間等

再エネの
利用促進

香川県
丸亀市

営農型太陽光発電×水田でのスマート農業
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公共

再エネの
利用促進

不動産価値の下落

その他

新潟県
魚沼市

再生可能エネルギー発電設備の整備（ソーラー街路灯）
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景観破壊

再エネの
利用促進

その他

民間等

京都府
宮津市耕作放棄地などでの遊休地での太陽光発電事業の展開
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林業の衰退による人
口減少、森林の荒廃

低炭素な製品
および役務の利用

公共

都市整備・建設

長野県県産材を活用した住宅の断熱化による省エネの推進
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商工・観光

林業の衰退による人
口減少、森林の荒廃

低炭素な製品
および役務の利用

公共

京都府
京都市低炭素な区域産木材の利用促進に向けた認証制度の導入
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林業の衰退による人
口減少、森林の荒廃

低炭素な製品
および役務の利用

公共

岡山県
西粟倉村バイオマス熱利用を通じた村内産業の振興

農林・水産
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林業の衰退による人
口減少、森林の荒廃

低炭素な製品
および役務の利用

公共

農林・水産

岡山県
真庭市再生可能エネルギー発電設備の整備（木質バイオマス発電）
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電力需給バランスの
不一致

再エネの
利用促進

公共

環境

神奈川県
小田原市

デジタル技術を活用した地域エネルギーマネジメントシステムの導入
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電力需給バランスの
不一致

地域環境の整備
及び改善

民間等

宮城県
東松島市

緊急省エネキャンペーンによる電力需要削減分の金額還元
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公共

再エネの
利用促進

悪臭問題

環境

岡山県
笠岡市

遊水地・ため池を活用し環境に配慮した水上太陽光発電

生き物への影響軽減
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健康増進による
医療費負担

低炭素な製品
および役務の利用

公共

環境

鳥取県独自の省エネ住宅性基準を定め健康省エネ住宅の普及促進

32
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環境

地域環境の整備
及び改善

健康増進による
医療費負担

公共

京都府
京都市歩いて楽しい暮らしを大切にするライフスタイルへの転換
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商工・観光

人口減少による公共
インフラ収支の圧迫

再エネの
利用促進

公共

北海道
下川町木質バイオマスエネルギー利用推進による子育て支援の推進
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地域環境の整備
及び改善

地域交通の減少

公共

騒音問題

企画（地域振興）

愛知県
岡崎市電動車の導入（EV）
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騒音問題

地域環境の整備
及び改善

民間等

環境

栃木県
日光市

交通系WEBフリーパスやEVカーシェアの導入による、
環境にやさしい観光地づくり
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地域交通の減少

地域環境の整備
及び改善

公共

兵庫県
神戸市

公共交通機関への利用転換施策による温室効果ガスの抑制
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都市インフラの
老朽化

低炭素な製品
および役務の利用

公共

環境

福岡市
久留米市

公共施設等のZEB化（改修）
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公共

低炭素な製品
および役務の利用

都市インフラの
老朽化

その他

千葉県
袖ヶ浦市

公共施設等のZEB化（改修）
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低炭素な製品
および役務の利用

日々の暮らしの
健康リスク

公共

環境

高知県既存住宅の断熱化の促進とバイオマス設備導入の促進
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39令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

災害発生時の停電等
への対応

再エネの
利用促進

公共

環境

埼玉県
さいたま市

再生可能エネルギー発電設備の整備（太陽光発電・屋根置き）



40令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

災害発生時の停電等
への対応

再エネの
利用促進

民間等

環境

鹿児島県
南種子町

再生可能エネルギー熱利用設備の整備（太陽光）



41令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

地域環境の整備
及び改善

災害発生時の停電等
への対応

公共

その他

神奈川県
厚木市

電動車の導入（EV）



42令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

災害発生時の停電等
への対応

その他

公共

再エネの
利用促進

沖縄県
宮古島市

市庁舎駐車場へのソーラーパネルの設置による光熱費削減及び避難所電力の確保



43

５．参考資料 脱炭素先行地域のイメージ



44
令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

A)住宅街・団地（戸建て中心）

出典：脱炭素先行地域づくりガイドブック（第4版）



45
令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

B)住宅街・団地(集合住宅中心)

出典：脱炭素先行地域づくりガイドブック（第4版）



46
令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

C)地方の小規模市町村等の中心市街地(町村役場・商店街など）

出典：脱炭素先行地域づくりガイドブック（第4版）
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令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

D)大都市の中心部の市街地(商店街・商業施設、オフィス街・業務ビル)

出典：脱炭素先行地域づくりガイドブック（第4版）



48
令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

E)大学キャンパスなどの特設サイト

出典：脱炭素先行地域づくりガイドブック（第4版）



49
令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

F)観光エリア・国立公園(ゼロカーボンパーク)

出典：脱炭素先行地域づくりガイドブック（第4版）



50
令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

G)エネルギー管理を一体・連携して行うことが合理的な施設群

出典：脱炭素先行地域づくりガイドブック（第4版）
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６．参考資料 脱炭素施策の具体例



52
令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

【参考】各項目の見方：施策分類・施策について

施策分類 実際の取組の具体例

①再エネの利用促
進

再生可能エネルギーは、発電において温室効果ガスを排出しないことから、その導入拡大は地球温暖化対策に必要
不可欠であり、また、国内で生産できることから、エネルギー安全保障にも寄与できる有望かつ多様で、重要な脱
炭素の国産エネルギー源です。
再生可能エネルギーには、地域性の高いエネルギーである再生可能エネルギー電力（太陽光、風力、地熱等）や再
生可能エネルギー熱（太陽熱、地中熱、雪氷熱、温泉熱、海水熱、河川熱、下水熱等）に加え、下水汚泥・廃材・
未利用材等によるバイオマス熱等の利用や、運輸部門における燃料となっている石油製品を一部代替することが可
能なバイオ燃料の利用、廃棄物処理に伴う廃熱の利用といったものが当てはまります。都道府県及び市町村は、地
域の自然的社会的条件や導入に係る経済性に配慮しながら、積極的に地域における再生可能エネルギーの利用の促
進やエネルギーの面的利用の推進に取り組むべきです。

②低炭素な製品及
び役務の利用

地球温暖化対策推進法第６条では、「国民は、その日常生活に関し、温室効果ガスの排出の量の削減等のための措
置を講ずるように努めるとともに、国及び地方公共団体が実施する温室効果ガスの排出の量の削減等のための施策
に協力しなければならない。」とされています。
具体的には、住宅等への再生可能エネルギー・省エネルギー設備の導入や、環境に優しい製品・サービスの利用な
どが挙げられます。また、地球温暖化対策推進法第23条及び第24条においては、事業者に対して、「事業活動に伴
う温室効果ガスの排出削減等」及び「日常生活における排出削減への寄与」という2つの努力義務が定められていま
す。「排出削減等指針」は、これら2つの努力義務について、事業者が講ずべき措置を具体的に示したガイドライン
として国（主務大臣）が策定したものです。現在までに、「産業部門（製造業）」、「業務部門」、「廃棄物部
門」、「上水道・工業用水道部門」、「下水道部門」及び「日常生活部門」の６つの分野で排出削減等指針が策
定・公表26されています。地方公共団体は、排出削減等指針で示されたような分野について、事業者及び住民の削
減活動を総合的に求めていくことが望まれます。しかしながら、地方公共団体や地域における制約等によって全て
を検討することが困難な場合は、新築住宅や既存建築物の改修時のZEH・ZEB化の促進や建築物に対する高い省エネ
基準の適合を求めること等を優先して実施することが望まれます。また、地方公共団体は区域における事業者でも
あることから、公共施設やインフラ等の新築・更新時にZEB化を検討することや、施設の長寿命化等を目的とした改
修時に断熱改修等の省エネ改修を率先して実施することも望まれます。

• 各施策分類について、具体的にどのような内容があるのか、環境省が策定してる「地方公共団体実行計
画（区域施策編）策定・実施マニュアル」で示されている内容から抜粋して紹介します。

出典：環境省地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル
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令和5年度岡山県地域脱炭素ステップアップ講座（第２回）

【参考】各項目の見方：施策分類・施策について

施策分類 実際の取組の具体例

③地域環境の整備
及び改善

事業者や住民の対策を促進するため、行政が関与して地域環境を整備・改善することが重要です。
①都市機能の集約の促進、公共交通機関の利用者の利便の増進
都市・地域構造や交通システムは、交通量や業務床面積の増減等を通じて、CO２排出量に影響を与えます。一度整
備されたこうした設備等が中長期的に残ることにより、社会経済構造が温室効果ガスを大量に排出する形で固定化
(ロックイン)することが懸念されます。地方公共団体は、従来の拡散型の都市構造を集約型に転換することを基本
的な方針とし、将来の人口減少等を考慮して都市のコンパクト化（職住近接や集住化等）と公共交通網の再構築、
都市のエネルギーシステムの効率化を通じた脱炭素化等による脱炭素型の都市・地域づくりを、総合的かつ計画的
に推進する必要があります。
②緑地の保全及び緑化の推進
森林等の土地利用においては、人為的な管理活動、施業活動等により、植物の成長や、枯死・伐採による損失、土
壌中の炭素量変化が起こり、CO2 の吸収や排出が発生します。森林や都市緑地が吸収源として機能するために、適
切な森林管理や都市緑化を推進する必要があります。
③地区・街区単位の対策、エネルギーの面的利用
業務中心区域や中心市街地、工業団地等で近接して立地する複数の建物を、熱導管や自営線等のネットワークで連
携し、エネルギーの面的利用を推進することで、エネルギー効率の向上や、災害時に停電が起こった場合でも、エ
ネルギーを継続的に供給できる防災性の向上といった効果が期待できます。

④循環型社会の形
成

我が国における循環型社会とは、「天然資源の消費の抑制を図り、もって環境負荷の低減を図る社会」（循環型社
会形成推進基本法第１条）です。そして、この天然資源という言葉が指す資源という言葉には、化石燃料も当然含
まれています。
循環型社会の形成において、天然資源の消費の抑制を図ることは、脱炭素社会の実現にもつながります。循環型社
会形成推進基本法に基づき、循環型社会の形成に関する施策の基本的な方針、政府が総合的かつ計画的に講ずべき
施策等を定める計画である「第四次循環型社会形成推進基本計画」（平成 30 年６月 19 日閣議決定）では、目指す
べき将来像や実施すべき取組が、７つの軸に沿って整理されています。これらの柱に沿って循環型社会の形成を進
めることで、エネルギー起源・非エネルギー起源の排出量の削減が実現します。

• 各施策分類について、具体的にどのような内容があるのか、環境省が策定してる「地方公共団体実行計
画（区域施策編）策定・実施マニュアル」で示されている内容から抜粋して紹介します。

出典：環境省地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル


